
議案第８号 

 

北本市パブリック・コメント手続条例の制定について 

 

 北本市パブリック・コメント手続条例を次のように制定する。 

 

 

平成２４年２月２０日 提出 

 

 

北本市長 石 津 賢 治 

 

 

   北本市パブリック・コメント手続条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、パブリック・コメント手続に関し必要な事項を定

めることにより、施策等の策定の過程における公正の確保及び透明性

の向上を図り、もって開かれた市政の推進に資することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

 ⑴ パブリック・コメント手続 市長等が、施策等の策定の過程にお

いて、当該施策等及びこれに関連する資料を公表し、市民の意見を

募る手続をいう。 

 ⑵ 市長等 市長その他の執行機関をいう。 

 ⑶ 市民 次に掲げる者をいう。 

  ア 市内に住所を有する者 

  イ 市内に事務所又は事業所を有する者 

  ウ 市内の事務所又は事業所に勤務する者 

  エ 市内の学校に在学する者 



議案第８号参考資料 

 

   北本市パブリック・コメント手続条例施行規則 

 

（趣旨） 

第１条 この規則は、北本市パブリック・コメント手続条例（平成２４

年条例第  号。以下「条例」という。）の施行に関し必要な事項を

定めるものとする。 

（大規模な市の施設の整備） 

第２条 条例第２条第４号エに規定する大規模な市の施設の整備は、総

事業費が５億円以上のものとする。 

 （パブリック・コメント手続の方法等） 

第３条 条例第３条の規定によるパブリック・コメント手続の実施は、

次に掲げる事項に、必要な関連資料を添えて、施策等についての意思

決定を行う前の適切な時期に、北本市公式ホームページ（以下「ホー

ムページ」という。）への掲載並びに所管課及び市政情報コーナーに

おける閲覧による方法で公表することにより行うものとする。 

⑴ 施策等の趣旨及び目的並びに施策等を策定する経緯 

⑵ 施策等又はその概要 

 （パブリック・コメント手続を省略した理由の公表） 

第４条 条例第４条第２項の規定による公表は、ホームページへの掲載

並びに所管課及び市政情報コーナーにおける閲覧による方法により行

うものとする。 

 （パブリック・コメント手続の周知） 

第５条 条例第５条の規定による周知は、次に掲げる事項を北本市広報

発行規則（昭和３７年規則第５号）に規定する広報きたもと及びホー

ムページへの掲載その他市長が必要と認める方法により行うものとす

る。 

⑴ 意見の提出先 

⑵ 意見の提出方法 

⑶ 意見の提出期間 



⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める事項 

 （意見の提出） 

第６条 パブリック・コメント手続に係る意見は、パブリック・コメン

ト手続意見提出書（別記様式）に、必要な事項を記載し、次に掲げる

方法により市長等に提出するものとする。 

⑴ 郵便 

⑵ ファクシミリ 

⑶ 電子メール 

⑷ 前３号に掲げるもののほか、市長等が適切と認める方法 

 （結果の公表） 

第７条 条例第８条の規定による公表は、次に掲げる事項（提出された

意見を公表し、又は公にすることにより個人又は法人その他の団体の

権利又は利益を害するおそれがあるものを除く。）をホームページへ

の掲載並びに所管課及び市政情報コーナーにおける閲覧による方法に

より行うものとする。 

⑴ 提出された意見の内容 

⑵ 提出された意見に対する市長等の考え方 

 （委任） 

第８条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定め

る。 

 

附 則 

 この規則は、平成２４年４月１日から施行する。 



別記様式（第６条関係） 

北本市パブリック・コメント手続意見提出書 

年 月 日 

（宛先）北本市長 

 

住所          

提出者 氏名          

電話（メールアドレス）    

法人その他の団体にあっては、事務所又は 

事業所の所在地、名称及び代表者の氏名 

 

         に関し次のとおり意見を提出します。 

意 見 の 内 容 

 

提出者の区分 

□ 市内に住所を有する者 

□ 市内に事務所又は事業所を有する者  

□ 市内の事務所又は事業所に勤務する者 

  （勤務先の名称     所在地       ）

□ 市内の学校に在学する者 

（学校の名称      所在地       ）

□ 市に対して納税義務を負う者 

□ パブリック・コメント手続に係る施策等に利害関係を有する者 

  （利害関係                 ）

備考 □のある欄には、該当する□内にレ印を記入してください。 



  オ 市に対して納税義務を負う者 

  カ パブリック・コメント手続に係る施策等に利害関係を有する者 

 ⑷ 施策等 市長等が定める次に掲げるものをいう。 

ア 市の基本構想及びこれを実現するための計画その他基本的な事

項及び方針を定める計画の策定又は重要な改定に係る案 

イ 市の基本的な制度又は方針を定める条例の制定又は改廃に係る 

 案 

ウ 市民に義務を課し、又は市民の権利を制限する条例の制定又は

改廃に係る案 

エ 公共の用に供される大規模な市の施設の整備に係る基本的な計

画の策定又は重要な改定に係る案 

オ アからエまでに掲げるもののほか、市長等が特にパブリック・

コメント手続を実施する必要があると認めるもの 

 （パブリック・コメント手続の実施） 

第３条 市長等は、施策等を策定しようとするときは、パブリック・コ

メント手続を実施しなければならない。 

 （適用除外） 

第４条 前条の規定にかかわらず、市長等は、策定しようとする施策等

が次の各号のいずれかに該当するときは、パブリック・コメント手続

を省略することができる。 

⑴ 緊急を要するもの 

⑵ 軽易と認められるもの 

⑶ 市長等の内部の事務に関するもの 

⑷ 市税の賦課徴収その他金銭の徴収に関するもの 

⑸ 法令等の制定又は改廃により市長等に裁量の余地のないもの 

⑹ 法令等の規定により、縦覧、意見書の提出その他のパブリック・

コメント手続と同様の手続を行うとされているもの 

⑺ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条第１項に規定す

る直接請求により議会に付議するもの 

２ 市長等は、前項第１号に該当することにより、パブリック・コメン

ト手続を省略して施策等を策定したときは、速やかにその理由を公表



しなければならない。 

（パブリック・コメント手続の周知） 

第５条 市長等は、パブリック・コメント手続を実施するときは、あら

かじめ、市民に対しパブリック・コメント手続の実施について周知す

るよう努めなければならない。 

（意見の提出期間等） 

第６条 市民から意見を募る期間は、パブリック・コメント手続を行っ

た日から起算して３０日以上でなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、市長等は、３０日以上の期間を設けるこ

とができないやむを得ない理由があるときは、３０日を下回る期間を

設けることができる。この場合においては、当該パブリック・コメン

ト手続の実施の際に、その理由を明らかにしなければならない。 

（意見の考慮） 

第７条 市長等は、パブリック・コメント手続を実施した施策等を策定

するときは、提出された意見を考慮しなければならない。 

 （結果の公表） 

第８条 市長等は、パブリック・コメント手続を実施したときは、その

結果を公表しなければならない。 

（委任） 

第９条 この条例に定めるもののほか、パブリック・コメント手続に関

し必要な事項は、規則で定める。 

 

附 則 

 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 


